
31 302022 2022秋号 秋号

　

ど
う
変
わ
る
か
を
理
解
す
る
た
め
に
、

相
続
税
と
贈
与
税
の
仕
組
み
を
、
ま
ず

は
復
習
し
て
お
こ
う
。
ど
ち
ら
も
「
個

人
間
（
主
に
親
族
間
）
の
資
産
移
転
に

関
わ
る
税
金
」
で
、
生
前
に
移
転
し
た

資
産
に
課
税
さ
れ
る
の
が
贈
与
税
、
亡

く
な
っ
て
か
ら
移
転
し
た
資
産
に
か
か

る
の
が
相
続
税
だ
（
図
表
１
）。

「
相
続
税
と
贈
与
税
は
そ
も
そ
も
一
体

の
も
の
で
す
。
贈
与
税
に
は
、
所
得
税

や
消
費
税
の
よ
う
な
独
立
し
た
税
法
は

な
く
、
主
た
る
税
体
系
の
相
続
税
法
の

中
に
組
み
込
ま
れ
た
補
完
税
で
す
。
生

前
に
行
う
贈
与
は
相
続
財
産
の
前
渡
し
、

そ
こ
で
課
税
さ
れ
た
贈
与
税
は
相
続
税

の
前
払
い
の
意
味
合
い
が
あ
る
と
言
え

る
で
し
ょ
う
」（
玉
越
さ
ん
）

相
続
税
と
贈
与
税
（
暦
年
課
税
）
は

い
ず
れ
も
、
移
転
す
る
金
額
が
大
き
い

ほ
ど
税
率
が
高
く
な
る
累
進
税
率
だ
。

た
だ
、
相
続
よ
り
贈
与
が
有
利
に
な
ら

な
い
よ
う
に
、
贈
与
税
率
の
ほ
う
が
上

昇
す
る
傾
斜
が
厳
し
い
（
図
表
２
）。

さ
ら
に
贈
与
税
に
は
、
図
表
３
に
示

し
た
２
つ
の
課
税
方
式
が
あ
る
。
も
と

も
と
は
年
単
位
で
課
税
さ
れ
る
暦
年
課

税
が
基
本
だ
っ
た
。
し
か
し
、
暦
年
課

税
制
度
は
少
額
資
産
の
贈
与
に
は
適
し

贈
与と

相
続

相
続
税
と
贈
与
税
の
体
系
を
本
格
的
に
見
直
す

税
制
改
正
の
議
論
が
活
発
化
し
て
い
る
。

今
後
、
贈
与
税
の
し
く
み
は
ど
う
変
わ
る
の
か
？

想
定
さ
れ
る
改
正
に
備
え
、

相
続
対
策
に
つ
な
が
る
贈
与
の
戦
略
を
、

税
務
の
プ
ロ
の
ア
ド
バ
イ
ス
と
共
に
お
届
け
す
る
。

取材・文／木村 元紀　イラスト／アサミナオ

暦年課税制度（1948年～※）

基礎控除：毎年 110万円控除額

相続
開始前

相続
開始後

贈与税
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税率
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贈与税の
課税方法

10～55％の累進税率

問わない（相互の自由契約）

基本的には相続財産に加えない
※相続開始前3年以内の贈与財産は
相続財産に加算

●長い年月をかければ、多くの財産を移転できる。
贈与税は、単年度で完結
●実の子だけでなく、子の配偶者、孫やひ孫、お
世話になった人などにも財産を渡せる

問わない（相互の自由契約）

暦年課税から相続時精算課税制度へ、
いつでも移行できる

税率

贈与者

贈与財産の
相続時の取り扱い

活用のポイント

受贈者

制度の移行

相続時精算課税制度（2003年～）

特別控除：累積 2,500万円

一律 20%

60歳以上の父母・祖父母

●贈与財産を（贈与時点の評価で）相続財産に
加えて相続税を計算
●相続税額からすでに支払った贈与税額を控除

（控除しきれない金額は還付）

●一度に多額の財産を移転できる
●贈与時点より評価が上昇しそうな資産、
贈与後に評価が落ちず
収益が見込めそうな資産の移転に適している

18歳以上の子・孫

いったん相続時精算課税を選択した後は、
暦年課税に戻れない

株式会社ＹＵＩアドバイザーズ
代表取締役社長／
税理士法人ゆいアドバイザーズ
代表社員・税理士
玉越 賢治 さん

監修

気
に
な
る

“
一
体
化
”の

ゆ
く
え
と
対
策

商工中金、（株）リクルートを経て、
2003 年税理士法人タクトコンサ
ルティングを設立。中小企業庁「事
業承継検討会」委員などを歴任。
2021年（株）ＹＵＩアドバイザーズ
及び税理士法人ゆいアドバイザー
ズを設立。

2018年度税制大綱

2019年度税制大綱

2020年度税制大綱

2021年度税制大綱

2022年度税制大綱

2023年度税制大綱

※親から18 歳以上の子への贈与または相続を想定。
※相続税の基礎控除額は、相続人が子１人と想定して3,600万円とした。
出典：中小企業庁の資料を監修元が一部修正

※もともと贈与税は単年度で課税する方式しかなかった。相続時精算課税制度ができた時点で、旧来の方式を「暦年課税制度」と呼ぶようになった。

課税価格：万円

税率：％

110 310 510 710 1,6101,110 3,110
2,500 3,600

4,6004,610 6,600 8,600 13,600 23,600 33,600 63,600
0

10

20

30

40

50

60

今
年
12
月
に
発
表
さ
れ
る
予
定
の

２
０
２
３
年
度
の
税
制
改
正
大
綱
（
以

下
「
大
綱
」）が
、
相
続
・
贈
与
に
関
わ

る
税
制
を
め
ぐ
る
4
年
越
し
の
議
論
に

い
よ
い
よ
終
止
符
を
打
つ
の
か
？
と
注

目
を
集
め
て
い
る
。

「
暦
年
課
税
と
相
続
時
精
算
課
税
と
い

う
贈
与
税
の
２
つ
の
制
度
（
詳
し
く
は

後
述
）
の
あ
り
方
を
見
直
す
た
め
の
検

討
」
が
始
ま
っ
た
の
は
、
２
０
１
９
年

度
の
大
綱
か
ら
。
暦
年
課
税
を
活
用
し
、

資
産
を
小
口
分
割
し
て
複
数
の
親
族
に

繰
り
返
し
移
転
す
る
こ
と
で
相
続
税
を

減
ら
す
「
生
前
贈
与
」
が
や
り
玉
に
挙

が
っ
た
。
以
前
は
、
高
齢
世
代
に
偏
っ

た
資
産
を
若
年
層
へ
早
期
に
移
し
、
経

済
活
性
化
に
つ
な
げ
る
「
世
代
間
移

転
」
を
重
視
し
た
改
正
が
行
わ
れ
て
き

た
。
そ
れ
が
次
第
に
節
税
抑
制
に
シ
フ

ト
し
て
き
た
の
で
あ
る
。

「
大
綱
の
『
基
本
的
考
え
方
』
の
中
に
、

21
年
度
、
22
年
度
の
2
年
続
け
て
『
本

格
的
に
見
直
す
』
と
明
記
さ
れ
て
い
る

だ
け
に
、
23
年
度
税
制
改
正
で
変
わ
る

可
能
性
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
次
回
で

な
く
と
も
、
い
ず
れ
改
正
さ
れ
る
の
は

間
違
い
な
い
で
し
ょ
う
」（
玉
越
さ
ん
）

来
年
度
税
制
改
正
で
、

い
よ
い
よ
節
税
封
じ
？

相
続
税
と
贈
与
税
の
仕
組
み

贈
与
税
に
は
２
つ
の
課
税
方
式

図表1 相続に関する現状の税体系

相続税と贈与税の全体像
図表2  贈与税と相続税の税率構造

「記載なし」

「検討」

「検討」

「本格的な検討」

「本格的な検討」

「22年12月に公表予定」

図表3  暦年課税制度と相続時精算課税制度の比較
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相続時
精算課税の
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贈与時の税負担は一律 20％

相続税は相続人
1人あたり6億円超で

最高税率 55％

どうなる？

相続税の
前払い

相続財産の
前渡し
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と
相
続
税
が
よ
り
一
体
化
し
ま
す
が
、

無
限
や
10
年
以
上
に
長
く
し
す
ぎ
る
の

は
実
務
的
に
対
応
し
に
く
い
。
５
年
〜

7
年
以
内
に
延
長
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま

せ
ん
」（
玉
越
さ
ん
）

　

相
続
時
精
算
課
税
制
度
を
、
よ
り
使

い
や
す
い
仕
組
み
に
改
善
す
る
改
正
も

考
え
ら
れ
る
。
現
行
法
で
は
贈
与
時
点

の
価
額
を
相
続
財
産
に
持
ち
戻
す
た
め
、

贈
与
時
よ
り
相
続
時
の
評
価
額
が
下
が

っ
た
場
合
に
は
、
贈
与
時
の
高
い
価
額

で
計
算
す
る
こ
と
に
な
る
の
で
不
利
に

な
る
。
ま
た
贈
与
者
と
受
贈
者
の
年
齢

制
限
、
生
前
贈
与
し
た
宅
地
に
は
小
規

模
宅
地
等
の
特
例
が
適
用
さ
れ
な
い
な

ど
が
ネ
ッ
ク
。
相
続
時
精
算
課
税
制
度

の
活
用
促
進
に
は
、
こ
れ
ら
の
リ
ス
ク

や
デ
メ
リ
ッ
ト
の
解
消
が
求
め
ら
れ
る
。

　

そ
の
他
、
次
ペ
ー
ジ
図
表
５
で
紹
介

し
て
い
る
３
つ
の
一
括
贈
与
に
関
わ
る

非
課
税
特
例
の
改
正
は
扱
い
が
異
な
り

そ
う
だ
。「
結
婚
・
子
育
て
資
金
の
一

括
贈
与
」
は
年
間
の
利
用
件
数
が
全
国

で
３
０
０
件
台
（
２
０
２
０
年
）
と
極

端
に
低
い
た
め
、
２
０
２
３
年
３
月
末

の
期
限
で
廃
止
に
な
る
可
能
性
が
高
い
。

一
方
、
財
産
の
世
代
間
移
転
を
促
す
効

果
が
高
い「
住
宅
取
得
等
資
金
」や「
教

育
資
金
の
一
括
贈
与
」
は
、
非
課
税
枠

の
拡
充
も
検
討
さ
れ
て
い
る
よ
う
だ
。

　

改
正
税
法
が
適
用
さ
れ
る
時
期
も
気

に
な
る
と
こ
ろ
。２
０
２
３
年
度
の
税
制

改
正
に
盛
り
込
ま
れ
た
場
合
、
同
法
が

施
行
さ
れ
る
の
は
、
通
常
国
会
で
法
案

が
通
過
し
た
後
の
４
月
以
降
が
一
般
的
。

 

「
改
正
後
の
法
律
は
、
施
行
さ
れ
る
前

の
行
為
に
は
遡
ら
な
い
と
い
う
“
不
遡

及
の
原
則
”
が
あ
り
ま
す
。
法
施
行
は

最
短
で
来
年
４
月
で
す
が
、
贈
与
税
は

１
月
１
日
か
ら
12
月
31
日
の
暦
年
期
間

に
対
す
る
課
税
の
た
め
、
少
な
く
と
も

来
年
い
っ
ぱ
い
は
現
行
法
の
下
で
の
贈

与
が
可
能
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
大
き
な

改
正
の
場
合
に
は
、
数
年
の
周
知
期
間

を
置
く
の
が
通
例
で
す
か
ら
、
３
～
５

年
後
の
施
行
に
な
る
可
能
性
も
あ
る
で

し
ょ
う
」（
玉
越
さ
ん
）

玉
越
さ
ん
は
「
現
実
的
で
は
な
い
」
と

言
う
。
理
由
は
、
預
貯
金
口
座
を
す
べ

て
後
追
い
で
き
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
普

及
率
が
低
い
現
状
で
は
、
生
前
に
贈
与

さ
れ
た
時
期
と
累
積
金
額
を
捕
捉
で
き

ず
、
税
務
当
局
も
情
報
を
把
握
で
き
な

い
か
ら
だ
。
想
定
さ
れ
る
改
正
は
、
暦

年
課
税
に
規
定
さ
れ
て
い
る
「
相
続
開

始
前
３
年
以
内
の
贈
与
」
を
相
続
財
産

に
加
算
す
る
現
状
の
対
象
期
間
の
見
直

し
だ
（
図
表
４
）。
欧
米
の
加
算
期
間

は
、
イ
ギ
リ
ス
が
７
年
、
ド
イ
ツ
は
10

年
、
フ
ラ
ン
ス
は
15
年
。
ア
メ
リ
カ
は

無
期
限
に
さ
か
の
ぼ
る
。

 

「
加
算
対
象
期
間
が
長
い
ほ
ど
、
資
産

移
転
時
期
に
中
立
的
に
な
り
、
贈
与
税

て
い
る
も
の
の
、
不
動
産
な
ど
高
額
資

産
を
贈
与
す
る
場
合
は
高
い
税
率
が

適
用
さ
れ
る
こ
と
か
ら
採
用
し
づ
ら

い
。
一
方
で
高
齢
化
な
ど
に
伴
い
、
相

続
に
よ
る
資
産
の
世
代
間
移
転
の
時
期

が
、
よ
り
高
齢
期
に
シ
フ
ト
し
て
お

り
、
高
齢
世
代
に
偏
在
す
る
資
産
の
若

年
世
代
へ
の
移
転
が
進
み
に
く
い
状
況

に
あ
る
。
こ
の
状
況
を
是
正
す
る
た
め
、

２
０
０
３
年
に
、
累
積
２
５
０
０
万
円

ま
で
の
特
別
控
除
枠
ま
で
は
贈
与
税
を

か
け
ず
に
贈
与
で
き
、
贈
与
し
た
分
を

相
続
時
に
持
ち
戻
す
相
続
時
精
算
課
税

制
度
が
創
設
さ
れ
た
。
贈
与
か
相
続
か

を
問
わ
ず
、
い
つ
財
産
を
移
転
し
て
も

最
終
的
に
支
払
う
税
額
が
大
き
く
変
わ

ら
な
い
「
財
産
移
転
時
期
に
中
立
的
な

税
制
」
を
目
指
し
た
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
相
続
時
精
算
課
税
制
度
に

は
後
述
す
る
リ
ス
ク
が
伴
う
た
め
に
、

利
用
率
が
低
迷
し
て
い
て
、
暦
年
課
税

を
使
っ
た
生
前
贈
与
の
人
気
が
相
変
わ

ら
ず
高
い
。
そ
れ
が
、
今
回
の
税
制
改

正
の
議
論
に
つ
な
が
っ
て
い
る
の
だ
。

　

ど
の
よ
う
な
改
正
が
予
想
さ
れ
る
の

か
。
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
で
は
「
暦
年
課
税

が
廃
止
さ
れ
、
相
続
時
精
算
課
税
に
一

本
化
さ
れ
る
」
と
い
っ
た
声
も
あ
る
が
、

　

さ
て
、
贈
与
と
相
続
に
関
わ
る
税
制

改
正
の
ゆ
く
え
を
、
こ
こ
ま
で
追
っ
て

来
た
。
現
時
点
で
改
正
内
容
を
正
確
に

予
測
で
き
な
い
以
上
、
性
急
に
事
を
進

め
る
の
は
禁
物
だ
。
し
か
し
少
な
く
と

も
、
現
行
法
で
は
生
前
贈
与
に
よ
る
相

続
税
の
負
担
軽
減
は
有
効
な
の
で
、
今

で
き
る
対
策
を
実
行
し
よ
う
。
対
策
の

方
針
は
２
つ
。

 

「
１
つ
は
、
改
正
法
が
施
行
さ
れ
る
前

に
効
果
的
な
金
額
・
方
法
を
見
極
め
、

な
る
べ
く
早
く
生
前
贈
与
を
実
践
す
る

こ
と
。
２
つ
目
は
、
長
生
き
す
る
こ
と

で
す
。
暦
年
課
税
の
生
前
贈
与
が
相
続

財
産
に
加
算
さ
れ
る
対
象
期
間
が
、
た

と
え
何
年
に
な
っ
て
も
、
そ
れ
以
上
に

長
生
き
す
れ
ば
生
前
贈
与
の
有
効
性
は

失
わ
れ
ま
せ
ん
」（
玉
越
さ
ん
）

　

生
前
贈
与
は
、
１
回
で
も
相
続
税
の

節
税
の
効
果
は
あ
る
。
で
は
い
く
ら
贈

与
す
れ
ば
い
い
の
か
を
考
え
て
み
よ
う
。

現
行
の
暦
年
課
税
の
基
礎
控
除
１
１
０

万
円
以
内
に
抑
え
る
の
が
ベ
ス
ト
と
は

限
ら
な
い
。
贈
与
税
の
支
払
い
金
額
が
、

贈
与
せ
ず
に
相
続
を
迎
え
た
場
合
の
相

続
税
よ
り
も
少
な
け
れ
ば
節
税
効
果
は

あ
る
。
例
え
ば
、
５
０
０
万
円
贈
与
し

た
場
合
、
基
礎
控
除
後
の
３
９
０
万
円

に
対
す
る
贈
与
税
は
48
・
５
万
円
。
贈

与
し
た
額
に
対
す
る
実
質
の
負
担
率

は
９
・
７
％
だ
（
図
表
６
の
例
参
照
）。

こ
れ
な
ら
相
続
税
の
最
低
税
率
10
％
よ

り
も
低
い
。
自
分
の
相
続
財
産
に
適
用

さ
れ
る
と
想
定
さ
れ
る
税
率
よ
り
も
贈

与
税
の
実
効
税
率
が
低
い
金
額
ま
で
な

ら
、
生
前
贈
与
す
る
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

 

「
実
は
、
推
定
相
続
人
以
外
の
人
へ
の

贈
与
も
有
効
で
す
。
相
続
開
始
前
の
生

前
贈
与
が
相
続
財
産
に
加
算
さ
れ
る
の

は
、
相
続
を
し
た
人
に
限
ら
れ
ま
す
。

例
え
ば
、
自
分
の
実
子
の
配
偶
者
や
孫

は
、
相
続
人
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
彼
ら

を
含
め
れ
ば
、
生
前
贈
与
の
対
象
が
広

が
る
で
し
ょ
う
（
※
）」（
玉
越
さ
ん
）

　

な
お
、
不
動
産
オ
ー
ナ
ー
の
中
に

は
、
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
特
別
控

除
を
活
用
し
て
、
土
地
や
建
物
の
生
前

贈
与
を
検
討
し
て
い
る
人
も
い
る
か
も

し
れ
な
い
。
そ
の
場
合
、
前
述
し
た
よ

今
後
の
税
制
改
正
で

予
想
さ
れ
る
内
容
と
は
？

効
果
的
な
金
額
・
方
法
を
見
極
め

早
め
に
生
前
贈
与
を
実
践

結
局
、贈
与
し
て
お
い
た
ほ
う
が
い
い
の
？

贈
与
に
よ
る
相
続
税
対
策
の
効
果

図表4  生前贈与財産の加算対象期間が延長？

図表6  暦年課税制度の速算表図表5  一括贈与に関わる非課税特例

現行の暦年課税制度

見直し後の暦年課税制度のイメージ

「贈与税額」と「負担率」の例 ※18歳以上の者が直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与を受けた揚合

贈与された額 贈与税の計算式 実質負担率贈与税額

310万円 （310万円－110万円）×10%

500万円 （500万円－110万円）× 15% － 10万円

800万円 （800万円－110万円）× 30%－90万円

1 億円 （1億円－110万円）× 55%－640万円

2億円 （2億円－110万円）× 55%－640万円

3億円 （3億円－110万円）× 55%－640万円

20万円

48.5万円

117万円

4,800万円

1億300万円

1億5,800万円

=

=

=

≒

≒

≒

（20 ／ 310 ≒ 6.5%）

（48.5 ／ 500 ＝ 9.7%）

（117／ 800 ≒ 14.6%）

（≒ 48.0%）

（≒ 51.5%）

（≒ 52.7%）

それ以前の贈与
（暦年単位で課税）

それ以前の贈与

死亡前３年
以内の贈与

相続財産
に加算

相続財産に加算する期間が延びる

一定期間内の贈与
（死亡前５年以内？７年以内？）

相続

相続

相
続
財
産

相
続
財
産

教育資金の
贈与

結婚・子育て
資金の贈与

住宅資金の
贈与 基礎控除（110万円）

後の課税価格

18 歳以上の者が
直系尊属から贈与を

受けた財産
（特例税率）

左記以外
（一般税率）

税率税率 控除額控除額
マイホームの新築、
中古住宅の購入・
増改築 10%

15%

20%

30%

40%

45%

50%

55%

10%

15%

20%

30%

40%

45%

50%

55%

-

10万円

30万円

90万円

190万円

265 万円

415 万円

640 万円

-

10万円

25 万円

65 万円

125 万円

175 万円

250 万円

400万円

500～1000万円
（住宅性能により
異なる）

18歳以上の
子・孫

（合計所得が
2000万円以下）

父母・祖父母など

2023年
12月31日まで

結婚や子育て資金
（挙式や新居、出産・
不妊治療など）

※孫に贈与する場合の注意点：実の子が先に亡くなり、孫に代襲相続された場合は、
孫へ生前贈与した分は相続財産への加算の対象になる。

1000万円
（結婚費用は
300万円）

18歳以上 50歳
未満の子・孫

（合計所得が
1000万円以下）

父母・祖父母など

2023年
３月31日まで

教育資金
（入学金や授業料、
塾・習い事など）

1500万円
（学校以外への
支払いは500万円）

30歳未満の
子・孫

（合計所得が
1000万円以下）

父母・祖父母など

2023年
３月31日まで

目的

200万円超

300万円超

400万円超

600万円超

1,000万円超

1,500万円超

3,000万円超

4,500万円超

200万円以下

300万円以下

400万円以下

600万円以下

1,000万円以下

1,500万円以下

3,000万円以下

4,500万円以下

非課税枠

贈与される人

贈与する人

適用期限

贈
与
し
た
額

贈
与
し
た
額
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2018年“相続法”
改正の影響もチェック！

遺留分とは、遺言の指定にかかわら
ず、法定相続人として最低限認めら
れている遺産の取り分（子や配偶者
の場合、法定相続分の１／２）。こ
の遺留分を侵害した相続人に対し
て不足分を請求できる権利を「遺留
分侵害額請求権」という。改正前
は、不動産の共有持ち分（現物分割）
でも認められたが、改正後は金銭
での支払い（金銭債権としての精算）
が原則になった。

亡くなった被相続人の所有していた
自宅に、配偶者が終身にわたって無
償で住み続けられる権利。自宅の
権利を財産価値のある「配偶者居
住権」と「負担付き所有権」に分け
ることで、配偶者の生活を守りなが
らスムーズに遺産分割できる道を開
いた。配偶者が亡くなると配偶者
居住権（敷地利用権）は消滅する。

相続税の課税対象になる財産のうち、現金は額面評価だ
が、不動産は実勢価格よりも低い評価になるのが一般的
なため、現金で持つより不動産で持つほうが、相続税評
価額を圧縮できる。先祖代々の土地活用の場合は立地を
選べないが、一棟不動産なら、収益性や資産価値の高い
都心に近い好立地を選択できる。優良資産を増やすこと
が資産を守ることにもつながる。税務リスクの検討が必要。

高額な一棟不動産を、区分物件よりも低額の単位に分割
して販売する商品。不動産特定共同事業法に基づく認可
や登録を受けた事業者が扱う。相続対策や節税に活用す
る場合は、任意組合契約による、複数の投資家が現物不
動産の持ち分を共有するタイプを選ぶ。匿名組合契約の
場合、不動産は事業者の単独所有で、投資家は有価証券
と同じ扱いとなり、節税効果はない。税務リスクに要注意。

生命保険の保険金は、契約形態によって「みなし相続財産」
として相続税がかかる。ただし、法定相続人 1 人当たり
５００万円の非課税枠があるため、節税をしながら、納税
資金や代襲分割の原資を作れる。この場合は、「契約者
＝被相続人」「被保険者＝被相続人」「保険金受取人＝
相続人」にすることが大切。加入形態が異なると、所得
税や贈与税の対象になるので注意。

収益を生まない不動産や、空室が多く家賃が下がっていく
賃貸ニーズの乏しい地域の賃貸住宅などは、資産価値が
目減りするおそれがある。早めに売却して、収益性が高く、
資産価値が下がりにくい不動産に買い換えることで、財産
全体の規模を守ることにつながる。都心に近い不動産な
ら、時価と相続税評価額のギャップが大きい場合が多く、
評価額圧縮や相続税の節税効果も高い。

相続財産を減らすという点では、所有している収益物件
の大規模修繕やリフォームに手持ち現金を使うのも有効。
経理処理上で、建物価値を高めて資本的支出となるリノ
ベーションではなく、経費として処理できる修繕の範囲に
抑えるのがポイント。空室対策や収益アップにもつながる。
その他、現金を使う対象としては、相続税の非課税財産
になる墓地や仏壇仏具もある。

遺留分の精算は
金銭渡しが原則に

配偶者の生活を守る
「配偶者居住権」

下
が
り
に
く
く
、
相
続
税
評
価
額
の
圧

縮
効
果
も
大
き
い
。
空
室
率
の
高
い
郊

外
の
ア
パ
ー
ト
か
ら
、
収
益
性
の
高
い

都
心
に
近
い
不
動
産
に
組
み
替
え
る
の

も
、
相
続
税
対
策
に
つ
な
が
り
ま
す
」

（
玉
越
さ
ん
）

　

一
棟
不
動
産
へ
の
投
資
は
ハ
ー
ド
ル

が
高
い
と
考
え
る
層
に
注
目
を
集
め
て

い
る
の
が
「
不
動
産
小
口
化
商
品
」
だ
。

一
棟
単
位
で
は
数
十
億
円
以
上
と
高
額

な
都
心
の
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
や
大
型
賃
貸

マ
ン
シ
ョ
ン
な
ど
を
、
１
口
当
た
り
５

０
０
万
円
～
１
０
０
０
万
円
程
度
に
分

割
し
て
販
売
す
る
も
の
。
不
動
産
の
持

ち
分
を
所
有
す
る
タ
イ
プ
な
ら
、
現
物

不
動
産
と
同
じ
税
法
が
適
用
さ
れ
る
た

め
、
相
続
税
対
策
に
な
る
。
複
数
口
に

投
資
す
れ
ば
、
遺
産
分
割
も
し
や
す
い
。

　

た
だ
、
不
動
産
を
活
用
し
た
対
策
は

相
続
税
の
節
税
効
果
が
高
い
こ
と
か
ら
、

今
年
、
税
務
当
局
に
否
認
さ
れ
た
事
案

が
最
高
裁
で
確
定
し
て
い
る
。
実
行
す

る
に
は
専
門
家
に
相
談
し
な
が
ら
慎
重

に
検
討
し
た
ほ
う
が
い
い
だ
ろ
う
。　

　

ま
た
遺
産
分
割
対
策
と
相
続
税
の
納

税
資
金
の
調
達
の
両
面
で
役
に
立
つ
の

が
生
命
保
険
の
活
用
だ
。
法
定
相
続
人

1
人
当
た
り
５
０
０
万
円
の
控
除
が
あ

る
。
契
約
方
法
に
よ
っ
て
課
税
関
係
が

変
わ
る
点
に
は
注
意
が
必
要
で
あ
る

（
左
ペ
ー
ジ
参
照
）。

　

今
回
の
記
事
で
は
、
税
制
改
正
の
動

向
に
ス
ポ
ッ
ト
を
当
て
た
た
め
、
相
続

税
の
節
税
対
策
を
中
心
に
展
開
し
て
き

た
。
し
か
し
、「
相
続
対
策
は
、
遺
産

分
割
対
策
、
納
税
資
金
対
策
、
節
税
対

策
の
3
つ
の
視
点
で
進
め
て
い
く
こ
と

が
大
切
で
す
。
得
て
し
て
節
税
対
策
が

脚
光
を
浴
び
が
ち
で
す
が
、
実
は
遺
産

分
割
で
揉
め
て
い
る
ケ
ー
ス
は
少
な
く

あ
り
ま
せ
ん
」（
玉
越
さ
ん
）

　

節
税
効
果
が
高
い
か
ら
と
い
っ
て
、

手
持
ち
資
金
の
大
半
を
不
動
産
に
投
資

し
て
し
ま
う
と
、
納
税
資
金
や
遺
産
分

割
の
資
金
が
捻
出
で
き
な
い
事
態
に
な

り
か
ね
な
い
。
最
近
は
、
賃
貸
不
動
産

は
管
理
が
面
倒
だ
か
ら
現
金
で
欲
し
い

と
い
う
相
続
人
も
増
え
て
い
る
。
か
と

い
っ
て
、
現
金
の
生
前
贈
与
を
や
り
す

ぎ
て
、
自
身
の
生
活
費
が
な
く
な
っ
た

り
子
が
散
財
し
て
し
ま
っ
た
り
、
と
い

う
話
も
よ
く
耳
に
す
る
。

 

「
誰
に
何
を
贈
与
し
、
相
続
さ
せ
れ
ば

い
い
か
、
家
族
で
よ
く
話
し
合
う
こ
と

が
重
要
で
す
。
昔
か
ら“
資
産
三
分
法
”

と
い
っ
て
、
財
産
の
種
類
を
不
動
産
と

金
融
資
産
と
株
式
の
３
つ
に
分
散
す
る

の
が
望
ま
し
い
と
言
わ
れ
ま
す
。
バ
ラ

ン
ス
の
良
い
資
産
構
成
と
相
続
対
策
を

目
指
し
ま
し
ょ
う
」（
玉
越
さ
ん
）

　

適
切
な
相
続
対
策
を
行
う
に
は
、
税

法
に
加
え
て
民
法
な
ど
の
関
連
法
規
も

チ
ェ
ッ
ク
す
る
必
要
が
あ
る
。
２
０
１

８
年
の
相
続
関
連
法
規
（
い
わ
ゆ
る
相

続
法
）
の
大
改
正
で
は
、
遺
留
分
の
金

銭
支
払
い
が
原
則
に
な
り
、「
配
偶
者

居
住
権
」
も
創
設
さ
れ
た
（
右
コ
ラ
ム

参
照
）。
各
分
野
の
プ
ロ
に
定
期
的
に

相
談
す
る
ほ
か
、
最
新
情
報
を
入
手
し

て
、
動
向
に
も
注
視
し
よ
う
。

う
に
価
格
下
落
リ
ス
ク
の
あ
る
不
動
産

は
、
逆
効
果
に
な
る
こ
と
に
注
意
し
て

ほ
し
い
。
実
行
す
る
な
ら
、
立
地
が
良

く
て
価
格
が
下
が
り
に
く
い
土
地
、
上

昇
し
そ
う
な
土
地
、
ま
た
は
安
定
し
た

収
益
が
見
込
め
る
賃
貸
物
件
な
ど
を
選

ぶ
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
税
制
改
正
で

相
続
時
精
算
課
税
制
度
が
よ
り
使
い
や

す
く
な
る
可
能
性
も
あ
る
の
で
、
改
正

の
動
き
を
注
視
し
よ
う
。

　

生
前
贈
与
は
あ
く
ま
で
も
相
続
税
対

策
の
1
つ
に
過
ぎ
な
い
。
仮
に
、
生
前

贈
与
の
縛
り
が
厳
し
く
な
っ
た
と
し
て

も
、
他
に
も
様
々
な
対
策
が
考
え
ら
れ

る
。
い
く
つ
か
例
を
挙
げ
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
、
現
金
よ
り
も
不
動
産
、
不
動

産
の
中
で
は
賃
貸
物
件
の
ほ
う
が
相
続

税
評
価
額
は
下
が
る
。
こ
の
評
価
額
圧

縮
は
、
有
力
な
相
続
税
対
策
と
し
て
よ

く
知
ら
れ
る
手
法
だ
。
ロ
ー
ン
を
組
ん

で
一
棟
不
動
産
を
購
入
す
る
方
法
も
あ

る
。
物
件
種
別
と
し
て
は
、
賃
貸
住
宅

に
限
ら
ず
、
オ
フ
ィ
ス
や
商
業
ビ
ル
な

ど
も
視
野
に
入
る
。
借
り
入
れ
を
避
け

た
い
な
ら
、
手
持
ち
の
不
動
産
を
売
却

し
て
優
良
な
不
動
産
に
買
い
換
え
る
の

も
有
効
だ
ろ
う
。

 

「
郊
外
よ
り
も
都
心
の
ほ
う
が
価
格
は

知っておきたい相続税対策

一棟不動産購入

小口化不動産

生命保険

資産の組み換え

その他

贈
与
以
外
に
も
あ
る
相
続
税
対
策

組
み
合
わ
せ
て
検
討
し
よ
う

家
族
で
話
し
合
っ
て
意
向
を
確
認

何
を
贈
与
し
何
を
残
す
か
を
検
討

まとめ

2023年度税制改正または
それ以降の改正で、
贈与税制度が変わる方向

生前贈与は相続税対策として有効。
実質負担率と相続税率との
兼ね合いで贈与額を決めよう

贈与以外にも効果的な
様々な手法を組み合わせ、
バランス良い相続対策を！

大規模修繕、お墓の購入など


